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令和 8年 8月 14日

内閣府政策統括官（防災担当）

令和8年8月13日からの大雨に伴う災害に係る
災害救助法の適用について【第3報】

標記について、以下のとおり災害救助法が適用されましたのでお知らせします。

0災害救助法施行令第 1条第 1項第4号適用
令和8年8月13日からの大雨に伴う災害により、多数の者が生命又は身体に危害を受け、

又は受けるおそれが生じていることから、千葉県の 21市4町に災害救助法の適用を決定し
た。

法適用市町村 法適用日

（公示日）

千葉県 千葉市 （ちばし）、市川市 （いちかわし）、船橋市（ふなばしし）、館山市 （t：てやまし）、 8月13日

(21市4町） 松戸市（まつどし）、茂原市（もばらし）、佐倉市（さ〈らし）、東金市（とうがわし）、 (8月13日）

習志野市 （ならし0)し）、柏市（かしわし）、市原市（いちはらし）、八千代市（やちよし）、

我孫子市 （あびこし）、鎌ケ谷市（かまがやし）、 四街道市 （よっかいどうし）、八街市 （やちまたし）、

印西市（いんざいし）、白井市 （しろいし）、大網白里市 （おおあみしらさとし）、 白子町（しらこまち）、

長柄町（ながらまち）

富里市 （とみさとし）、山武市 （さんもし）、印膳郡酒々井町 （いんIi〈'んしすいまち）2 8月13日

山武狸九十九里町 （さんぶ〈＇ん〈じ見う〈l1まち） (8月14日）

【参考】災害救助法の概要 https:JI輝w.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyouseijpdf/saigaikyujo_gaiyou.pdf

本件問合せ先

内閣府政策統括官（防災担当）付

参事官（被災者生活再建担当）付

藤田、光井、増田、阿部、中村、石川、打矢、渡部

TEL 03-3503-9394（直通）

https://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/pdf/saigaikyujo_gaiyou.pdf


 

 

事 務 連 絡 

令和８年８月 14 日 

 

社会保険診療報酬支払基金 

国民健康保険中央会 

 

厚生労働省政策統括官付医療情報基盤担当参事官室  

厚生労働省政策統括官付医療情報連携担当参事官室  

厚生労働省社会・援護局保護課 

 

令和８年８月 13日からの大雨に伴う災害に係る 

オンライン資格確認等システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」を

アクティブ化する医療機関・薬局の範囲・期間について 

 

「オンライン資格確認等システム利用規約」第 21条第２項及び「電子処方箋

管理サービス利用規約」第 21条第２項に基づく災害発生時における保険資格情

報・医療情報の閲覧機能のアクティブ化範囲等については、「オンライン資格確

認等システムにおける『緊急時医療情報・資格確認機能』をアクティブ化する医

療機関・薬局の範囲・期間について」（令和５年１月 26日付事務連絡）にてお示

ししたところ、この具体的な適用範囲・期間について、下記のとおり対応をお願

いいたします。 

「緊急時医療情報・資格確認機能」のアクティブ化に当たっては、対象の医療

機関・薬局に対して、別添１のオンライン資格確認等システム利用規約第 25条

及び第 26条、別添２の「医療情報を特例的に閲覧する場合に留意すべき点」を

参考に、患者への医療サービスを提供する以外の目的での利用は認められない

ことについて十分な周知徹底をお願いします。貴機関におかれては、各医療機

関・薬局による本機能を用いたオンライン資格確認等システムの閲覧ログを踏

まえ、必要と認める場合には、個別に、医療機関・薬局に対して、「緊急時医療

情報・資格確認機能」を利用した医療情報の閲覧状況について事実関係を確認し

てください。 

なお、令和６年３月１日以降、生活保護法による被保護者の医療扶助の受給資

格等の情報に係る同機能の利用に当たっては、別添中、「保険資格情報」とある

のは「医療扶助の受給資格情報」と、「被保険者番号」とあるのは「受給者番号」

と、「保険者名称」とあるのは「福祉事務所名称」と読み替えるものとします。 

今般の措置について、対象地域の医療機関・薬局に周知いただきますようお願

いいたします。 

御中 



 

 

記 

 

〇「緊急時医療情報・資格確認機能」のアクティブ化対象範囲・期間 

範囲 【千葉県】千葉市、市川市、船橋市、館山市、松戸市、茂原市、佐

倉市、東金市、習志野市、柏市、市原市、八千代市、我孫子市、鎌

ケ谷市、四街道市、八街市、印西市、白井市、大網白里市、白子町、

長柄町、富里市、山武市、印旛郡酒々井町、山武郡九十九里町 

期間 災害救助法の適用第一報から一週間（※） 

※令和８年８月 19 日まで 

以上 

  



 

 

オンライン資格確認等システム利用規約（抄） 

 

 

（禁止事項）  

第２５条  サービス利用者は、本サービスを利用するに当たり、次の各号に掲げる行為を

行ってはならないものとします。 

一  本サービスの利用目的（患者の資格情報の確認及び医療行為等への活用）以外の用

途で本システムを使用する行為  

二  第 21 条第２項の場合を除いて、患者の同意なく薬剤情報・診療情報・特定健診情

報を閲覧する行為 

三～八 （略）  

九 法令若しくは本規約に違反する行為又はそのおそれがある行為  

十 公序良俗に反する行為  

十一～十四 （略） 

２  実施機関は、本サービスの利用に関して、サービス利用者の行為が前項各号のいず

れかに該当するものであることを知った場合、事前に通知することなく、当該サービス

利用者に対して本サービスの全部又は一部の提供を一時停止し又は前項各号に該当する

行為に関連する情報を削除することができるものとします。ただし、実施機関は、サー

ビス利用者の行為を監視する義務を負うものではありません。 

（利用規約に違反した場合の措置）  

第２６条 前条第１項に違反し、本システムの運用に支障をきたした行為又は支障をきた

すおそれがある行為をしたサービス利用者は、実施機関に対して、直ちに、その行為の

概要を報告するものとします。 また、当該行為の詳細が判明した場合、サービス利用

者は、遅滞なく、実施機関にこれを報告するものとします。  

２  前条第１項に違反する行為が悪質な場合、実施機関は、当該行為を行ったサービス利

用者に対して、その原因及び今後のシステム利用に当たっての対策等を内容に含む改善

書を提出するよう求めることができます。 また、実施機関は、当該行為の概要及び当

該サービス利用者の名称を公表することができます。  

３  サービス利用者が、前条第１項に違反した日から所定の日数経過後も、当該違反を是

正しない場合、実施機関は、次の各号に定める措置を講ずることができます。  

一 当該サービス利用者に対する本サービスの提供を一時的に停止すること 

二 当該サービス利用者に対する本サービスの提供を停止すること  

４  実施機関は、本システムの適切な運営及び本サービスの適切な実施を確保するため必

要があると認める場合は、サービス利用者に対して、業務の実施の状況に関し必要な報

告若しくは運用に関する記録その他の書類の提出を求め、又は質問することができま

す。 

別添１ 



 

 

 

医療情報を特例的に閲覧する場合に留意すべき点 

 

○ 患者の薬剤情報・特定健診情報等及び処方情報・調剤情報（以下「医療情報」

という。）を閲覧することは、患者に提供する医療サービスでの利用に限られ

ます。利用目的外で患者の医療情報を閲覧することは認められません。 

なお、医療機関・薬局において医療情報を閲覧した際、オンライン資格確認

等システムにログ（通信記録）が保管される仕組みとなっております。 

 

○ 「オンライン資格確認等システム利用規約」第 21条第２項及び「電子処方

箋管理サービス利用規約」第 21 条第２項に基づく医療情報の閲覧を行うに当

たっては、以下の方法で患者の特定を行ってください。詳細については、「オ

ンライン資格確認等システム操作マニュアル（災害時医療情報閲覧編）」（htt

ps://iryohokenjyoho.service-now.com/sys_attachment.do?sys_id=1486b84

c83a5725093695fa8beaad35e）をご参照ください。 

 

1. 医療機関等が、当該患者の被保険者番号を把握している場合 

⑴ 患者から、医療情報を閲覧することについて口頭等で同意を取得する。 

⑵ 資格確認端末から、当該患者の被保険者番号をキーに、オンライ

ン資格確認等システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」に照

会する。 

 

2. 医療機関等が、当該患者の被保険者番号を把握していない場合 

⑴ 患者から、医療情報を閲覧することについて口頭等で同意を取得する。 

⑵ 当該患者の①氏名、②生年月日、③性別、④保険者名称又は患者の住所

の一部を確認し、資格確認端末に入力。①～④の情報から、被保険者番

号等を特定した上で、被保険者番号をキーに、オンライン資格確認等

システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」に照会する。 

 

※ なお、人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難な場合には、個人情報の保護に関する法律

（平成 15 年法律第 57 号）第 20 条第２項第２号に基づき、本人の同意は

必要ありません。 

この場合は、患者が所持する身分証明証や家族から提供された情報をも

とに本人を特定し、オンライン資格確認等システムにおける「緊急時医療

情報・資格確認機能」への照会を行ってください。 

別添２ 

https://iryohokenjyoho.service-now.com/sys_attachment.do?sys_id=1486b84c83a5725093695fa8beaad35e
https://iryohokenjyoho.service-now.com/sys_attachment.do?sys_id=1486b84c83a5725093695fa8beaad35e
https://iryohokenjyoho.service-now.com/sys_attachment.do?sys_id=1486b84c83a5725093695fa8beaad35e


 

 

 

個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号） 

第二十条 （略） 

２ 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人

の同意を得ないで、要配慮個人情報を取得してはならない。 

一 （略） 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。 

三～八 （略） 

 

 

 

 

 

  



 

 

事 務 連 絡 

令和５年１月 26 日 

 

社会保険診療報酬支払基金 

国民健康保険中央会 

 

厚生労働省保険局医療介護連携政策課 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課 

 

 

オンライン資格確認等システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」 

をアクティブ化する医療機関・薬局の範囲・期間について 

 

オンライン資格確認等システム及び電子処方箋管理サービスを導入している

医療機関・薬局においては、最新の保険資格情報のみならず、患者がマイナンバ

ーカードを用いて本人確認を行い、薬剤情報・特定健診情報等及び処方情報・調

剤情報（以下「医療情報」という。）の提供に同意した場合に限り、医師等の有

資格者は医療情報も閲覧することが可能です。 

また、「オンライン資格確認等システム利用規約」第 21条第２項及び 「電子

処方箋管理サービス利用規約」第 21条第２項（以下「特定条項」という。）のと

おり、災害等が発生した場合には、患者がマイナンバーカードを紛失等した場合

であっても、医療機関・薬局は、オンライン資格確認等システムを通して保険資

格情報・医療情報を閲覧することができます。 

 

オンライン資格確認等システム利用規約 

第二十一条 （略） 

２ 前項の規定によらず、天災地変により実施機関が必要と判断した場合は、

患者から口頭で同意を取得することをもって、サービス利用者は薬剤情報・

特定健診情報等の提供を求めることができます。また、同様の場合であって

患者から口頭で同意を取得することが困難な場合、前項の規定によらず、同

意の取得は必要ありません。 

 

電子処方箋管理サービス利用規約 

第二十一条 （略） 

２ 前項の規定によらず、天災地変により実施機関が必要と判断した場合は、

患者から口頭で同意を取得することをもって、サービス利用者は薬剤情報・

御中 

(参考１) 



 

 

特定健診情報等の提供を求めることができます。また、同様の場合であって

患者から口頭で同意を取得することが困難な場合、前項の規定によらず、同

意の取得は必要ありません。 

 

災害等発生時における特定条項に基づく保険資格情報・医療情報の閲覧は、医

療保険情報提供等実施機関（以下「実施機関」という。）が「緊急時医療情報・

資格確認機能」をアクティブ化することで閲覧可能となります。 

つきましては、災害救助法（昭和 22年法律第 118号）が適用される災害等が

発生した時には、災害救助法が適用された市区町村に対して、当面、災害救助法

の適用第一報から一週間、オンライン資格確認等システムの「緊急時医療情報・

資格確認機能」をアクティブ化するとともに、その旨を同対象地域に存する医療

機関・薬局に周知を行うよう、よろしくお願いいたします。 

上記の取扱は、災害救助法等が適用される災害等が発生した時に実施機関に

おいて初動対応として実施いただくものとし、その上で、個別の災害等の状況に

応じ、当課から上記の取扱について確認的に、又は上記の取扱の終了等について

御連絡するために、別途事務連絡を発出させていただくことを申し添えます。 

今般の措置を講じるに当たり、医療機関・薬局において留意すべき点は別添の

とおりです。対象地域の医療機関・薬局に周知する際に、併せて記載等いただき

ますようお願いいたします。 

なお、本事務連絡発出に伴い、「オンライン資格確認等システムにおける「緊

急時医療情報・資格確認機能」をアクティブ化する医療機関・薬局の範囲・期間

について」（令和４年３月 17日厚生労働省保険局医療介護連携政策課事務連絡）

は廃止します。 

 

以上 

  



 

 

医療情報を特例的に閲覧する場合に留意すべき点 

 

○ 患者の薬剤情報・特定健診情報等及び処方情報・調剤情報（以下「医療情報」

という。）を閲覧することは、患者に提供する医療サービスでの利用に限られ

ます。利用目的外で患者の医療情報を閲覧することは認められません。 

なお、医療機関・薬局において医療情報を閲覧した際、オンライン資格確認

等システムにログ（通信記録）が保管される仕組みとなっております。 

 

○ 「オンライン資格確認等システム利用規約」第 21条第２項及び「電子処方

箋管理サービス利用規約」第 21 条第２項に基づく医療情報の閲覧を行うに当

たっては、以下の方法で患者の特定を行ってください。詳細については、「オ

ンライン資格確認等システム操作マニュアル（災害時医療情報閲覧編）」（htt

ps://iryohokenjyoho.service-now.com/sys_attachment.do?sys_id=1486b84

c83a5725093695fa8beaad35e）をご参照ください。 

 

3. 医療機関等が、当該患者の被保険者番号を把握している場合 

⑶ 患者から、医療情報を閲覧することについて口頭等で同意を取得する。 

⑷ 資格確認端末から、当該患者の被保険者番号をキーに、オンライン資

格確認等システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」に照会す

る。 

 

4. 医療機関等が、当該患者の被保険者番号を把握していない場合 

⑶ 患者から、医療情報を閲覧することについて口頭等で同意を取得する。 

⑷ 当該患者の①氏名、②生年月日、③性別、④保険者名称又は患者の住所

の一部を確認し、資格確認端末に入力。①～④の情報から、被保険者番

号等を特定した上で、被保険者番号をキーに、オンライン資格確認等

システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」に照会する。 

 

※ なお、人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難な場合には、個人情報の保護に関する法律

（平成 15 年法律第 57 号）第 20 条第２項第２号に基づき、本人の同意は

必要ありません。 

この場合は、患者が所持する身分証明証や家族から提供された情報をも

とに本人を特定し、オンライン資格確認等システムにおける「緊急時医療

情報・資格確認機能」への照会を行ってください。 

 

(別添) 

https://iryohokenjyoho.service-now.com/sys_attachment.do?sys_id=1486b84c83a5725093695fa8beaad35e
https://iryohokenjyoho.service-now.com/sys_attachment.do?sys_id=1486b84c83a5725093695fa8beaad35e
https://iryohokenjyoho.service-now.com/sys_attachment.do?sys_id=1486b84c83a5725093695fa8beaad35e


 

 

個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号） 

第二十条 （略） 

２ 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人

の同意を得ないで、要配慮個人情報を取得してはならない。 

一 （略） 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。 

三～八 （略） 

 

 

 



事 務 連 絡 

令和８年８月 14 日 

 

日本薬剤師会 御中  

 

国民健康保険中央会  

 

 

令和８年８月 13 日からの大雨に伴う災害に係る既往歴等の提供について  

 

 

平素は、国民健康保険の事業運営にご理解とご協力を賜りまして、厚くお礼申

し上げます。  

令和８年８月 13 日からの大雨に伴う災害により被災した国民健康保険又は後期

高齢者医療制度に加入する被保険者におかれては、かかりつけ医等の医療機関等

で診療を受けることができず、他の医療機関等において診療を受ける際に、当該

被保険者に係る既往歴や薬剤情報を把握できない場合が想定されます。  

現在、「令和８年８月 13 日からの大雨に伴う災害に係るオンライン資格確認等

システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」をアクティブ化する医療機

関・薬局の範囲・期間について」（厚生労働省政策統括官付医療情報基盤担当参事

官室、政策統括官付医療情報連携担当参事官室、社会・援護局保護課連名事務連

絡）により、一部地域において「緊急時医療情報・資格情報機能」がアクティブ

化されており、当該機能を活用することで、患者の同意の下、マイナンバーカー

ドが手元になくても、患者の４情報での検索により、患者の薬剤情報等を把握す

ることができますので、ご活用ください。  

他方、建物や通信機器の損壊等により、医療機関・薬局でオンライン資格確認

等システムを利用できない場合も想定されることから、このたび災害救助法が適

用された市区町村の所在する都道府県の国民健康保険団体連合会（以下「国保

連」という。）においては、かかりつけ医等の医療機関等以外においても、被災し

た被保険者の罹患情報等を把握し、適切な医療の速やかな提供に資するよう、医

療機関等及び保険者等からの照会に応じ、国保連が保有する、国民健康保険又は

後期高齢者医療制度に加入する被保険者等の罹患情報等について、下記のとおり

提供する取扱いといたします。  

つきましては、貴会会員への周知方ご高配賜りますようお願い申し上げます。  

なお、この取扱いにつきましては、厚生労働省保険局国民健康保険課及び高齢

者医療課と協議済みであることを申し添えます。  



  

記  

 

１．本人の同意  

診療報酬明細書等に記載されている情報を第三者に提供されることについて

同意が得られていることを、当該被保険者を診療している医師等を介して確認す

る等な方法により適切に確認すること。なお、個人情報の保護に関する法律（平

成  15 年５月  30 日法律第  57 号）「人の生命、身体又は財産の保護のために必

要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき」は本人の同意

は不要とされている。  

 

２．本人が閲覧しないことの確認  

被災した被保険者本人が傷病名等を知ることによって診療上支障が生じる場

合があることから、診療報酬明細書等については、被保険者本人が閲覧しないよ

う、診療を行う医師等に対して直接提供すること。  

 

３．照会への対応状況の記録  

診療報酬明細書等の提供を受けた医療機関等、医師名、年月日、提供情報の概

要等について、記録すること。  

 

４．医療機関等からの照会窓口等  

  当該医療機関等の所在地を管轄する都道府県の国民健康保険団体連合会  

 

（当該取扱いに関するお問い合わせ先） 

 公益社団法人 国民健康保険中央会 医療保険部 北澤、佐藤（成）、村椿 

TEL：03-3581-6561 （連絡可能時間：9 時 00 分から 17 時 30 分） 



事  務  連  絡 

令和８年８月 1 4 日 

地方厚生(支)局医療課 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部） 

後期高齢者医療主管課（部） 

都道府県後期高齢者医療広域連合事務局 

 

 

 

厚生労働省保険局国民健康保険課 

厚生労働省保険局高齢者医療課 

厚生労働省政策統括官付医療情報基盤担当参事官室 

 

 

令和８年８月 13日からの大雨に伴う災害の 

被災者に関する既往歴等の提供について 

 

 

令和８年８月 13日からの大雨に伴う災害により被災した国民健康保険又は後期高齢者医

療制度に加入する被保険者におかれては、かかりつけ医等の医療機関等で診療を受けるこ

とができず、他の医療機関等において診療を受ける際に、当該被保険者に係る既往歴や薬

剤情報を把握できない場合が想定されます。 

現在、「令和８年８月13日からの大雨に伴う災害に係るオンライン資格確認等システム

における「緊急時医療情報・資格確認機能」をアクティブ化する医療機関・薬局の範囲・

期間について」（厚生労働省政策統括官付医療情報基盤担当参事官室、政策統括官付医療

情報連携担当参事官室、社会・援護局保護課連名事務連絡）により、被災した一部地域に

おいて「緊急時医療情報・資格情報機能」がアクティブ化されており、当該機能を活用す

ることで、患者の同意の下、マイナンバーカードが手元になくても、患者の４情報での検

索により、患者の薬剤情報等を把握することができます。 

他方、建物や通信機器の損壊等により、医療機関・薬局でオンライン資格確認等システ

ムを利用できない場合も想定されることから、このたび、災害救助法が適用された市区町

村の所在する都道府県の国民健康保険団体連合会（国民健康保険団体連合会が対応できな

い場合にあっては、国民健康保険中央会。以下「国保連等」という。）においては、かか

りつけ医等の医療機関等以外においても、被災した被保険者の罹患情報等を把握し、適切

な医療を速やかに提供するため、医療機関等及び保険者等からの照会に応じ、国保連等が

保有する、国民健康保険又は後期高齢者医療制度に加入する被保険者の罹患情報等を提供

御中 



する事業を実施することとなりました。ついては、事業の実施について御了知いただくと

ともに、貴管内関係者に対する周知等、特段のご配慮をお願いいたします。 

なお、国保連等が当該事業を実施するに際しては、下記の点に留意することとしており

ます。詳細につきましては、各国保連等にお問合せ下さい。 

 

記 

 

１．本人の同意 

診療報酬明細書等に記載されている情報を第三者に提供されることについて同意が得

られていることを、当該被保険者を診療している医師等を介して確認する等の方法によ

り適切に確認すること。なお、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年５月 30 日法律

第 57 号）において、「人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき」は本人の同意は不要とされている。 

 

２．本人が閲覧しないことの確認 

被災した被保険者本人が傷病名等を知ることによって診療上支障が生じる場合がある

ことから、診療報酬明細書等については、被保険者本人が閲覧しないよう、診療を行う

医師等に対して直接提供すること。 

 

３．照会への対応状況の記録 

診療報酬明細書等の提供を受けた医療機関等の名称、医師名、年月日、提供情報の概

要等について、記録すること。 



千葉県内の保険医療機関・保険薬局の皆さまへ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【照会先】 

千葉県国民健康保険団体連合会 総務部企画情報課 

平日及び休日：043-254-7310（9：00～17：30） 

 

➢ 令和８年８月 13日からの大雨にかかる災害により被災した医療保
険の被保険者及びその被扶養者（被災者）が避難生活を余儀なくさ
れ、かかりつけの保険医療機関等で診療が受けられない状況が生じ
ています。 

➢ 被災者がかかりつけでない保険医療機関等を受診した時に既往歴や
薬歴の確認等が必要な場合、レセプト情報を保有する国保連合会が
当該情報を提供することにより、迅速な医療の提供の一助になると
考えております。 

➢ レセプトの情報の提供について被災者から同意を得た保険医療機関
等から要請を受けた場合、国保連合会からレセプト情報を提供する
ことといたします。 

➢ 個人情報の取扱いを十分に留意した上で対応します。 


